
ベスト

    １位　流山市　　７７．３％

    ２位　浦安市　　７４．６％

    ３位　東金市　　７３．３％

    ４位　鋸南町　　６７．２％

    ５位　成田市　　６６．８％

　市民の多くは、地方議会が何もしていないように感じているのではないでしょうか。だから議員定数を削
減し、報酬を引き下げるなどして経費を抑えることを期待されているわけです。
　近年、市民の政治への無関心に伴う選挙離れと、投票率の低下が問題となっています。４月に行われた東
金市長選挙も投票率４２．５％で、４年前の４７％と比較して約５％減少しています。
　地方創生は、自治体が作った計画を国が判断して補助金を出す仕組みとなっていますが、本来、自治ならば計画の善し悪しを決める
のは議会の仕事です。執行機関から出された議案の審議だけでなく、行政が出来ない街の課題を拾い上げ、議員同士や、市民と議会が課
題で繋がることで、東金市議会を政策課題に向き合う「政策議会」にしていきたいと考えております。そのためには、一個人としての「議
員力」と議員が集まった総体である「議会力」の向上が欠かせません。議会として責任を持って意思決定をし、その議決によって起こる
ことに責任を取る覚悟が議会に問われているのではないでしょうか。
　大変厳しい財政状況や東千葉メディカルセンター（以下、東千葉ＭＣ）の赤字問題の責任を痛感し、二元代表制における地方議会の果
たすべき役割が増してきていることから、議会改革特別委員会の設置に向け協議を行い、平成２９年９月定例議会で可決されました。
現在も会議を重ねておりますが、開かれた東金市議会、また、より一層の市民の付託に応えられるように、議員定数削減や議員のモラル
など自治に基づく地方議会運営の基本原則を定めた議会基本条例の制定を、平成３２年９月定例議会を目途に議会改革に取り組んで
おります。



　公的年金を受け取り始める時期は６０〜７０歳の間で選べますが、受け取り始めを遅くする
メリットは大きいのでしょうか。
　厚生労働省は、働く期間と年金を受け取り始める年齢によって年金額がどのくらい変わるの
か、複数のモデルケースで試算をしました（右図）。試算した結果、月１０万円以上増えるケース
もあります。
　今の制度で公的年金の受給開始は６５歳が基本でありますが、６０〜７０歳の間で選ぶこと
ができます。６６歳以降は１ヵ月単位で遅らせることができ、１ヵ月ごとに年金額は０．７％ず
つ増えます。７０歳を選べば４２％増になります。仕組みから言えば、平均寿命まで生きた場合
にもらえる総額は、何歳からもらい始めてもほぼ同じ金額です。この平均寿命より早く死亡す
れば、年金をもらい損ねるリスクがあります。また、年金額が一定水準を超えると所得税の課税
対象となり（別欄）、手取り額に影響します。受給開始前に死亡した場合には、家族に一時金が支
給されます。
　受給開始を遅らせる人は、当面の生活資金に困らない収入に余裕のある人が多いそうです。遅らせれば年金が増えるという考え方も
ありますが、制度を理解したうえで将来の生き方も考えて、冷静に判断してください。
　判断材料として、日本年金機構が運営する「ねんきんネット」を活用することで、受給開始年齢や今後の収入額などを変えて、自分の
年金額を試算してみるのもいいでしょう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　詳しくは、国保年金課　☎５０ー１１３３
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